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1月 （睦月） JANUARY

1日・元旦　8日・成人の日

1月はお酒を飲む機会が多く、飲みすぎに
注意したいところですが、国税庁の平成16年
度分都道府県別酒類販売（消費）状況による
と、成人1人当たり年間消費数量の上位は、
東京が120.4㍑でトップ、2位が高知の109.2㍑
で、以下、大阪、新潟、秋田の順。ちなみに
全国平均は88.5㍑となっています。

あ
け
ま
し
て

お
め
で
と
う

ご
ざ
い
ま
す

国　税／給与所得者の扶養控除等申告書の提出

本年最初の給与支払日の前日

国　税／12月分源泉所得税の納付（納期の特例を

受けている事業所は7～12月分） 1月10日

上記の納期の特例適用者で、納期限の特例

に関する届出書を提出している場合 1月22日

国　税／報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出

1月31日

国　税／源泉徴収票の交付、提出 1月31日

国　税／11月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 1月31日

国　税／5月決算法人の中間申告 1月31日

国　税／2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月31日

地方税／固定資産税の償却資産に関する申告 1月31日

地方税／給与支払報告書の提出 1月31日

お酒の消費量日本一は？

1 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント
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Q1
任
継
の
資
格
要
件

任
継
の
資
格
要
件
に
つ
い
て
教
え

て
下
さ
い
。

Ａ
資
格
喪
失
の
日
の
前
日
（
離
職
日
）

ま
で
継
続
し
て
二
カ
月
以
上
被
保
険
者

で
あ
っ
た
こ
と
が
資
格
要
件
の
ひ
と
つ

で
す
。「
二
カ
月
以
上
継
続
」
し
て
い
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
の
で
、
二
カ
月
分

の
保
険
料
を
納
付
し
た
だ
け
で
は
要
件

を
満
た
し
た
こ
と
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

た
と
え
ば
一
月
二
十
一
日
に
被
保
険

者
資
格
を
取
得
し
た
場
合
は
、
三
月
二

十
日
ま
で
在
職
し
て
い
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
し
か
し
、
二
月
末
日
に
離
職
す

る
場
合
は
、
保
険
料
は
二
ヵ
月
分
徴
収

さ
れ
ま
す
が
、
被
保
険
者
期
間
が
ま
る

ま
る
二
ヵ
月
あ
り
ま
せ
ん
の
で
任
継
の

要
件
は
満
た
せ
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

こ
の
他
資
格
喪
失
の
日
か
ら
二
十
日

以
内
に
申
請
す
る
こ
と
も
要
件
で
す
。

ち
な
み
に
、
任
継
と
な
れ
る
期
間
は
二

年
間
で
す
。

Q2
保
険
料
の
算
出
方
法

保
険
料
は
、
ど
の
よ
う
に
し
て
決

め
ら
れ
る
の
で
す
か
。

Ａ
保
険
料
算
出
方
法
は
、
次
の
と
お
り

で
す
。

離
職
時
の
標
準
報
酬
月
額
と
二
八
万

円
を
比
べ
て
い
ず
れ
か
低
い
方
の
額
に
、

保
険
料
率
（
事
業
主
負
担
が
な
い
た
め

全
額
自
己
負
担
）
を
掛
け
た
額
が
納
付

す
べ
き
保
険
料
額
と
な
り
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、
四
〇
歳
未
満
の
人
は
、
標
準

報
酬
月
額
に
千
分
の
八
二
、
四
〇
歳
以

上
六
五
歳
未
満
の
人
は
千
分
の
九
四
・

三
を
掛
け
た
額
と
な
り
ま
す
。

国
保
の
保
険
者
は
、
市
区
町
村
及
び

国
民
健
康
保
険
組
合
で
す
の
で
、
保
険

料
額
に
つ
い
て
は
、
各
保
険
者
が
以
下

に
基
づ
き
条
例
や
規
約
に
よ
り
独
自
に

定
め
て
い
ま
す
。

①
応
能
割
…
均
等
割
、
平
等
割

②
応
益
割
…
所
得
割
、
資
産
割

国
保
の
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
早
め

に
市
区
町
村
の
担
当
窓
口
に
問
い
合
わ

せ
て
、
任
継
に
な
っ
た
場
合
と
比
較
検

討
し
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

Q3
保
険
料
の
納
付
方
法

保
険
料
の
納
付
方
法
に
つ
い
て
教

え
て
下
さ
い
。

Ａ

保
険
料
の
納
付
方
法
は
、
以
下
の

と
お
り
で
す
。

保
険
料
は
本
人
が
保
険
者
に
直
接
、

当
月
分
を
当
月
十
日
ま
で
に
納
付
（
保

険
料
前
納
制
度
あ
り
）
し
ま
す
（
自
動
引

き
落
と
し
に
す
る
と
便
利
で
し
ょ
う
）。

ち
な
み
に
、
任
継
の
申
請
は
住
所
地

の
社
会
保
険
事
務
所
で
行
い
ま
す
。
こ

の
場
合
、
初
回
分
の
保
険
料
に
つ
い
て

は
保
険
者
が
指
定
す
る
日
（
具
体
的
に

退
職
後 

の 

医
療
保
険 

任
継
の
場
合

１

国
保
の
被
保
険
者
の
場
合

２

任
継
の
場
合

１

被
保
険
者
が
退
職
後
ど
の
医
療
保

険
制
度
に
加
入
す
る
の
か
は
、
保
険

料
負
担
と
保
険
給
付
の
内
容
を
総
合

的
に
勘
案
し
て
選
択
す
る
と
よ
い
で

し
ょ
う
。

方
法
と
し
て
、
任
意
継
続
被
保
険

者
（
以
下
、
任
継
と
い
い
ま
す
）、
国

民
健
康
保
険
（
以
下
、
国
保
と
い
い

ま
す
）
の
被
保
険
者
ま
た
は
被
扶
養

者
と
な
る
方
法
が
あ
り
ま
す
。

任
継
と
は
、「
健
康
保
険
の
被
保
険

者
資
格
を
喪
失
し
た
後
も
引
き
続
き

継
続
し
て
、
任
意
で
健
康
保
険
の
被

保
険
者
に
な
る
」
制
度
の
こ
と
を
い

い
ま
す
。
つ
ま
り
、
被
保
険
者
の
種

類
が
強
制
被
保
険
者
か
ら
任
意
継
続

被
保
険
者
に
代
わ
る
と
い
う
こ
と
で

す
。一

方
、
国
保
は
、
市
区
町
村
の
区

域
内
に
住
所
を
有
す
る
人
で
あ
っ
て
、

健
康
保
険
等
の
被
保
険
者
や
被
扶
養

者
に
な
れ
な
い
人
な
ど
が
被
保
険
者

と
な
り
ま
す
。

今
回
は
、
政
府
管
掌
健
康
保
険
の

任
継
及
び
国
保
の
被
保
険
者
に
つ
い

て
掲
げ
ま
す
。
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は
、
任
継
の
申
請
を
し
た
日
）
と
な
り

ま
す
の
で
、
申
請
日
に
よ
り
二
カ
月
分

徴
収
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
ス
ム

ー
ズ
に
手
続
き
す
る
た
め
に
も
、
事
前

に
保
険
料
額
を
確
認
し
て
お
く
と
よ
い

で
し
ょ
う
。

住
所
地
の
市
区
町
村
等
か
ら
納
付
書

が
送
ら
れ
て
き
ま
す
の
で
、
そ
の
額
を

金
融
機
関
に
振
り
込
む
等
の
方
法
で
納

付
し
ま
す
。

Q4
す
で
に
国
保
に
加
入
し
て
い
る
家

族
が
い
る
場
合

私
の
妻
は
自
営
業
の
た
め
国
保
に
加

入
し
て
い
ま
す
。
退
職
後
、
任
継
に
し

よ
う
か
国
保
に
加
入
し
よ
う
か
迷
っ
て

い
ま
す
。
な
に
を
基
準
に
選
べ
ば
よ
い

の
で
す
か
。

Ａ

国
保
の
保
険
料
に
も
上
限
が
設
け

ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
ま
ず
そ
の
額
を

確
認
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

国
保
の
保
険
料
算
定
の
基
礎
と
な
る

所
得
割
は
、
世
帯
全
員
の
所
得
の
合
算

額
で
決
定
さ
れ
ま
す
の
で
、
国
保
を
選

ん
だ
方
が
保
険
料
が
安
く
な
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

と
り
あ
え
ず
、
住
所
地
の
市
区
町
村

に
金
額
を
確
認
し
て
決
め
る
と
よ
い
で

し
ょ
う
。

Q5
任
継
の
資
格
喪
失

任
継
に
な
る
と
、
自
分
か
ら
止
め
ら

れ
な
い
と
聞
き
ま
し
た
が
、
本
当
で
す

か
。

Ａ

本
当
で
す
。
任
継
が
資
格
喪
失
で

き
る
理
由
は
以
下
の
理
由
に
限
ら
れ
、

任
意
で
、
い
つ
で
も
資
格
を
喪
失
す
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

①

被
保
険
者
と
な
っ
た
日
か
ら
起
算

し
て
二
年
を
経
過
し
た
と
き
。

②
　
死
亡
し
た
と
き
。

③

保
険
料
を
納
付
期
日
ま
で
に
納
付

し
な
い
と
き
。
た
だ
し
、
保
険
料

の
納
付
の
遅
延
に
つ
い
て
正
当
な

事
由
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
と
き

を
除
く
。

④

就
職
し
て
強
制
被
保
険
者
、
任
意

包
括
被
保
険
者
ま
た
は
船
員
保
険

の
被
保
険
者
と
な
っ
た
と
き
。

な
お
、
任
継
制
度
に
は
保
険
料
を
督

促
す
る
規
定
が
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
保

険
料
を
納
付
期
限
ま
で
に
納
付
し
な
い

場
合
は
、
自
動
的
に
そ
の
資
格
を
失
い

ま
す
。

離職後の医療保険の保険料と給付内容の一覧表 

①医療分 

②介護分　（40歳未満） 

（40歳以上65歳未満） 

（65歳以上） 

①療養の給付等・家族療養費 

　被保険者の年齢が 
　　　70歳未満 

　　　70歳以上　現役並み所得者 

　　　 一般 

②標準負担額（入院時食事療養費） 

③訪問看護療養費 

　家族訪問看護療養費 

④傷病手当金※ 

⑤高額療養費 

⑥移送費 

　家族移送費 

⑦埋葬料（埋葬費） 

　家族埋葬料 

　葬祭費 

⑧出産育児一時金 

　家族出産育児一時金 

⑨出産手当金※ 

 

 

82/1,000　 

なし 

12.3/1,000 

 

 

 
7割
 

7割 

9割 

1食260円 

①と同じ 

 

あり 

あり 

あり 

－ 

5万円 

－ 

－ 

35万円　

  

－ 

あり 

 

政管健保の任意継続被保険者 

被保険者 被扶養者 
国民健康保険 

保
険
料 

保
険
給
付
の
内
容 

なし 

なし 

なし 

 

70歳未満 

 
7割
 

7割 

7割 

1食260円 

－ 

①と同じ 

なし 

あり 

－ 

あり 

－ 

5万円 

－ 

－ 

35万円 

なし 

 

70歳以上 

 
9割 

7割 

9割 

条例による 

条例による 

なし 

 
条例による

 

 

 

7割
 

 

 

1食260円 

 
7割
 

条例による 

あり 

 
条例による

 

－ 

－ 

条例による　

  

条例による 
（35万円） 

条例による 

※任意継続被保険者に対する傷病手当金と出産手当金は、平成19年3月末で廃止されます。 

国
保
の
被
保
険
者
の
場
合

２
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自
己
都
合
に
よ
り
離
職
し
た
た
め
失

業
保
険
の
給
付
制
限
を
受
け
て
い
る
人

の
場
合
、
給
付
制
限
期
間
中
は
ア
ル
バ

イ
ト
等
の
有
無
や
収
入
額
の
多
少
に
か

か
わ
ら
ず
、
基
本
手
当
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。

給
付
制
限
期
間
経
過
後
は
、
ア
ル
バ

イ
ト
等
に
よ
り
収
入
が
あ
る
場
合
、
そ

の
収
入
に
応
じ
て
基
本
手
当
が
減
額
し

て
支
給
さ
れ
た
り
、
不
支
給
と
な
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
週
の
所
定
労

働
時
間
が
二
〇
時
間
以
上
、
一
年
以
上

引
き
続
き
雇
用
さ
れ
る
契
約
で
ア
ル
バ

イ
ト
な
ど
を
し
た
場
合
に
は
短
時
間
労

働
被
保
険
者
と
な
り
ま
す
の
で
、
こ
の

場
合
は
、
就
労
日
以
後
基
本
手
当
は
支

給
さ
れ
ま
せ
ん
。

こ
の
事
実
を
偽
っ
て
申
告
す
る
と
不

正
受
給
と
な
り
ま
す
。
新
た
な
事
業
主

が
虚
偽
の
届
出
や
証
明
を
し
た
場
合
に

は
、
事
業
主
は
、
不
正
受
給
者
と
と
も

に
受
給
額
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

給
付
制
限
期
間
中
の
就
労

出産費貸付限度額が引上げ

政府管掌健康保険の被保険者または被扶養

者（以下、被保険者等といいます）が出産す

るときには、その被保険者等を対象に、出産

育児一時金または家族出産育児一時金（以下、

出産育児一時金等といいます）が支給される

までのつなぎの資金として、無利子で出産費

用をサポートする出産費貸付制度があります。

出産育児一時金等が、30万円から35万円に

引き上げられたことに伴い、この貸付限度額

も24万円から28万円に引き上げられました。

貸付の対象者は下記のとおりで、貸付額は

１万円単位、出産育児一時金等の８割相当額

である28万円の範囲内で希望する額です。

①　出産予定日まで１カ月以内の被保険者等

② 妊娠４カ月以上で、医療機関に一時的な

支払いが必要となった被保険者等

申請する人は、「出産費貸付金貸付申込書兼

借用書」（申込書と借用書が別々のものもある）

に下記の書類を添付して、社会保険協会（提

出は社会保険事務所も可）に提出します。申

請用紙等は社会保険事務所においてあります。

イ 母子健康手帳の写し（妊婦氏名と出産予

定日が記載されているページ）

ロ 健康保険被保険者証の写し（被扶養者が

出産する場合は被保険者と被扶養者の写し）

ハ 医療機関等が発行した出産費用の請求書

等（前記①に該当する女性は、添付不要）

ニ 出産育児一時金請求書（出産育児一時金

の受領は（財）全国社会保険協会連合会

（以下、連合会という）に委任することにな

りますので、請求書の委任欄に記名押印し

て提出します。請求書は確認できれば返し

てくれます。

返済は、出産後に社会保険事務所に出産育児

一時金等の請求（連合会に委任してある請求

書を用いる）をすると、連合会が請求者の代

理で出産育児一時金等を受け取り、その一部

を返済金に充て、残りが請求者の指定する金

融機関の口座に振り込まれるしくみになって

います。

改正職業能力開発促進法の施行に伴い、就
職が困難な特定の求職者を一定期間試行雇用
することにより、試行雇用奨励金を受給でき
る事業主として、平成18年10月１日から、
次の事業主が追加されました。
① 中小企業労働力確保法で規定した青少年
雇用創出認定計画を作成した事業協同組合
等の構成員たる中小企業者または同計画を
作成した中小企業者
② 35歳未満の青少年または35歳未満の新
規学卒者を、ハローワークまたは学校長の
紹介により、期間を定めて雇用する労働者
として雇い入れ、その労働者に対して、同
青少年雇用創出認定計画に基づく改善事業
を実施する事業主
ちなみに、試行雇用奨励金の額は、対象雇

用労働者１人当たり月額５万円、最長で３ヵ
月支給されます。
詳しくは、所轄ハローワークにお問い合わ

せ下さい。

試行雇用奨励金が拡充




